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事務

事業

対象

予定

単位： 件 実績

予定

単位： 件 実績

予定

単位： 件 実績

予定

単位： 件 実績

予定

実績

生涯学習部　社会教育課

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（活動指標１）管理・修繕件数
（活動指標２）補助事業対象件数
（活動指標３）調査を行った文化財の件数

文化財保護事業

実施計画事業 施策体系

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

（千円）

554811

成果指標

活動指標１

活動指標２

活動指標３

事業区分

55 55

55

15

554820

55

　市民、指定文化財保有者・保持者

事務事業目的

事務事業内容

実施形態

55 19

55 55 19

15 15 9

15 15 15 10

40 40

21 31

40 8

22 7

17,056 19,934 17,710

2

2

文化財の保存・継承と公開や活用

区分

必要性 高い 有効性 非常に高い 普通

方向性
（第一次）

現行どおり
改善、効率化

の内容
方向性

（第二次）

目

標

達

成

状

況

55

16

15

80

成果指標

活動指標

19,060

効率性

23,985 17,312 18,534

　補助を受けて保存・継承・調査活動した文化財の件数

　郷土の貴重な文化財を後世に伝えるため、指定文化財を保存し、これを公開することや民俗
芸能等の保存・継承に取り組む団体を支援することにより、市民の郷土の歴史や文化財に対す
る理解を深めるとともに、文化財愛護意識の高揚を図ります。

　貴重な文化財を後世に残すため、指定文化財の所有者や保持者などを支援するとともに、保
存・継承に取り組む団体の活動を支援します。

　補助・一部委託

　郷土の貴重な文化財を後世に残すため、市にとって特に重要な文化財について指定を行
うとともに、民俗芸能等の保存・継承に取り組む団体を支援することの必要性は高い。

　指定文化財所有者や民俗芸能等の保存団体に補助金を交付することにより、文化財が適
正に保存・継承されており、また、文化財の公開や文化財講演会等の開催により、市民の
文化財に対する理解の醸成が図られており、文化財の保護や愛護意識の高揚を図るうえ
で、本事業の有効性は高い。

　指定文化財の修理・保存等に要する経費に必要な補助金を支出することにより、適正な
管理や保存がなされてきており、また、民俗芸能等の保存団体に対しても補助金を支出す
ることにより、その保存と継承が図られてきている。なお、補助事業については、計画書
を事前に徴取し、効率的な執行を図っている。

　市内には他にも貴重な文化財があり、今後も必要に応じて、調査、保存処理、市指定を行っ
ていく。また、民俗芸能等の保存団体に対しても、引き続き、活動を支援していく。

80

22,165

21,939 23,514

整理番号 担当部課

見直し実績

事

務

事

業

評

価

必要性

有効性

効率性

方向性



 

平成29年度教育委員会事務事業点検評価(平成28年度実施事務事業)評価表
42

事務

事業

対象

予定

単位： ㎡ 実績

予定

単位： ㎡ 実績

予定

単位： 実績

予定

単位： 実績

予定

実績

整理番号 担当部課

見直し実績

事

務

事

業

評

価

必要性

有効性

効率性

方向性

　周知の埋蔵文化財包蔵地において開発事業が行われる場合、文化財保護法93条に基づいて確
認調査を実施する必要がある。また、現状保存することができないとされた遺跡については、
発掘調査その他の措置を執る必要性がある。

　確認調査を実施して周知の埋蔵文化財包蔵地の遺構の有無を確認し、現状保存することがで
きない遺跡は発掘調査を実施して後世に伝えられるように記録したため、有効性は非常に高
い。

　平成27年度実績に基づいて設定していた確認調査対象面積に対して、実績は400％となったた
め、コスト面での効率性は非常に高い。しかし、一部の確認調査を次年度に実施することとし
たたため、サービス量は不足していたといえる。

　埋蔵文化財は、破壊してしまうと二度とは戻らないため、可能な限り現状保存に結びつける
よう、また、発掘調査を行った場合は、調査成果を広く周知するとともに、積極的に学習素材
として活用するよう、諸施策を進めていく。

0

0 0

効率性

0 0 0

　埋蔵文化財調査等によって歴史的検討が加えられた土地の面積

　開発等に関して、埋蔵文化財の確認調査を実施するとともに、発掘調査した埋蔵文化財を記
録保存し、あわせて、公開することにより、埋蔵文化財を後世に伝えていきます。

　埋蔵文化財包蔵地における開発等に際して、事前に遺構確認調査を実施し、遺構が確認さ
れ、現状が保存できない場合には発掘調査を行い、その結果を記録保存するとともに、発掘し
た埋蔵文化財の展示等を通じ、市民への公開を進めます。

　一部委託

方向性
（第二次）

目

標

達

成

状

況

成果指標

活動指標

17,975

文化財の保存・継承と公開や活用

区分

必要性 非常に高い 有効性 非常に高い 普通

方向性
（第一次）

現行どおり
改善、効率化

の内容

0 0 17,140

67,300.08

16,643.91

67,514.08

16,643.91

554820

　市民、開発事業者

事務事業目的

事務事業内容

実施形態

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

（千円）

554816

成果指標

活動指標１

活動指標２

活動指標３

事業区分

生涯学習部　社会教育課

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（活動指標１）埋蔵文化財確認調査実施面積
（活動指標２）
（活動指標３）

文化財発掘調査事業

実施計画事業 施策体系


